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要約
この論文は、わが国都市住宅行政の仕組みと制約条件を大都市における住宅マスタープラ
ン制度を素材に、都市計画制度の改革との関わりにおいて解析しようと試みたものである。
「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法」により1990年に創
設された住宅マスタープラン制度は、地域の実情に即した新しい住宅計画の体系を首都圏の
広域的レベルから取り上げるとともに、これを都市計画につなげる形で創出したという点で
画期的改革であった。それは東京都においては、はじめて都と区市町村というこ段階の計画
体系をうち立てるとともに、住宅市街地開発・整備のための独自のゾーニングと住宅供給を
重点的に促進していく拠点としての「重点供給地域Jを生み出し、住宅計画の実効性と住環
境の改善・向上をめざそうとしている点にきわだった特色を見いだすことができる。
この論文では、住宅マスタープラン制度の導入過程と新しい住宅計画体系の構造を分析す
るとともに、この改革の意義と到達点を明らかにし、併せてアフオーダプル・ハウジングに
象徴される住宅政策の今日的謀題を考察しようとしたものである。
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1 .東京の住宅問題
1985年ごろに東京の都心商業地区に発した地価
高騰の波は、用途制限・土地利用規制の緩い混在
型用途地域制のもとで、地価負担力の低い住宅系
土地利用を駆逐するなど、東京のまちづくりを著
しく歪め、住生活にも深刻な影響を与えた。とり
わけ区部を中心に「居住の危機」を招く一方、都
心部における定住人口の減少と都市の活力の低
下、コミュニティの崩壊等深刻な事態を引き起こ
したのである。
この高地価の状況で、戦後日本の住宅政策の枠
組みを形づくってきた公営住宅・公団住宅及び公
庫住宅という三本柱からなる政策体系は、借家一
一持家両部門の回路がほとんど断ち切られるな
ど、適切に機能できない状態に陥った。このため、
従来の住宅政策を補完し、あるいはこれに代わる
べき新しい総合的な住宅政策の形成が要請され、
業務系開発に偏した都市再開発政策の見重しが進
められたのであったけ。
‘東京都立大学都市研究所
そこで、これを契機に政府は1988年 6月閣議決
定の「総合土地対策要綱」にもとづく「総合的な」
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土地対策の一環として、 1988年の建設省住宅局長
の私的諮問機関・市街地住宅懇談会の報告をはじ
め、建設省住宅宅地審議会など三審議会の答申を
もとに様々な大都市の住宅対策をうち出した 2)。
その一つが、三大都市圏を対象に新しい広域的住
宅計蘭制度(以下「大都市住宅計画制度」とL、う。)
を創設しようとした1990年6月の大都市地域にお
ける住宅地等の供給の促進に関する特別措置法の
一部を改正する法律(以下「大都市法改正」とい
う。)の制定であった幻。
東京都においても、国の動きに並行して1988年
2月に知事の私的諮問機関として「東京都住宅政
策懇談会」を設けて、東京における住宅対策の検
討を開始した4l 1988年1月には、庁内に知事を
本部長とする住宅対策推進本部会議を設け、懇談
会報告の具体化に当たった。さらに、 1990年1月
策定の第三次東京都長期計画において東京都は、
住宅対策をゴミ、交通、地域福祉とともにいわゆ
る緊急プランとして掲げ、その第一順位に位置づ
け、 35万戸の住宅供給計画をはじめ、住宅マスタ
ープランの策定方針など主要な住宅施策を盛り込
むなど、住宅行政への総合的な取組みをすすめ
た5)。
本稿では、大都市法改正にもとづく新しい住宅
計画制度と、この一環として策定された都府県レ
ベルの住宅宅地の供給計画である東京都住宅マス
タープランの仕組みをとりあげ、都市住宅行政の
総合性確保の手掛かりについて考えてみたい。具
体的には、新しい住宅計画の枠組みと実効性の確
保、ならびにアフオーダブル・ハウジングの供給
といった都市住宅行政の問題点を考察しようとす
るものである。
わが国都市計画制度の総合性の問題にかんして
は、 1919年の都市計画法制定以来、マスタープラ
ンの欠如ということが指摘されてきた 6) つまり、
都市計画と都市計画事業は切断され、都市計画決
定は個別の事業単位で行われる仕組みがそれであ
る。したがって、都市計画は都市行政の総合的な
マスタープランになりえないという制約を負って
いたのである。 1968年の新都市計画法の下におい
ても、この実態は基本的には変わっていないり。
じじつ、都市計画制度上、都市計画の事業対象は
限定され、かっ、都市計画と公共事業も十分には
結合されてはいないのである。
住宅計画についても、一定の集合住宅を対象と
する「一団地の住宅施設」制度や新住宅市街地開
発事業制度(~、わゆるニュータウン開発事業制度)
など若干の法定都市計画事業として盛りこまれた
ものを除いては都市計画の枠外におかれてきたと
いわなければならな~¥ 8)。そこで、住宅計画ない
し住宅行政を都市計画の中に位置づけるととも
に、両者をより緊密に結合させ、総合的な都市行
政を確立することが1919年の近代都市計画法誕生
以来の歴史的な課題であったといってよい。 1990
年6月の大都市法改正による新しい大都市住宅計
画制度の創設は、この歴史的課題に対して一つの
回答を与えようとした試みとしてみることができ
るのではなかろうか9)
2.新しい住宅計画制度の成立
大都市住宅計画制度は、三大都市圏を対象に、
地域性と戦略的性格をもっ広域的な住宅計画体系
を都市計画に位置づける形で初めて創設された。
この計画は従来の住宅建設計画法Cl966年6月制
定)にもとづく住宅建設五箇年計画にみられる公
的資金及び民間自力建設からなる資金ソース別の
戸数計画という方式を乗り越えて、新しい住宅計
画制度を創設したという意味で画期的な意義をも
っている 10) 大都市法改正の翌1991年3月26日に
は建設大臣による各圏域別の供給基本方針が定め
られ、この方針にもとづき、同年8月には関係の
1都府県の住宅・宅地供給計画が策定されたので
ある。その計画内容は、 1990年4月からスター卜
した第6期住宅建設五箇年計画にとりいれられ、
同計画における大都市住宅政策の主柱に据えられ
たのである 11)。なお、大都市法改正とあわせて、
1990年6月に都市計画法及び建築基準法の改正が
行われ、商業・業務系用途に比べ競争力が弱い住
宅の供給にインセンティプを与える新しい都市計
画手法がつくられた点も注目に値する 12)。それ
は、住居専用地域内の農地等を高度利用して、良
福岡:東京都住宅マスタープランの成立と構造 75 
好な中高層住宅地としての利用を促進するための
住宅地高度利用地区計画や、住宅用途の確保を目
的とする用途別容積型地区計画などである。また、
引き続き1992年6月には都市計画法及び建築基準
法の第二次改正が行われ、住居系用途地域の細分
化や、中高層階住居専用地区制度など住宅供給の
誘導と住宅機能維持のための都市計画手法の充実
が行われたのである。これらの制度は、住宅行政
と建築行政や都市計画行政が連携することによっ
て、従来の住宅行政の枠組みを拡充し、より総合
的な住宅行政をめざそうとする試みとして評価で
きるであろう。
それでは大都市住宅計画制度はどのような構造
になっているのか、この点をみておこう。大都市
住宅計画制度のしくみは、まず、建設大臣が大都市
地域の各圏域ごとに新たに住宅・宅地の供給に関
する基本方針(以下「供給基本方針」という。)を
策定すること、及び政令で定める関係都府県は、
この建設大臣の方針に即して、住宅・宅地の供給
に関する計画(以下「都府県供給計画」という。〉
を策定するという二つの計画体系から成り立って
いる。
住 宅 住宅地
東京都に係る区域 173万戸 5.200ha 
首 神奈川県に係る区域 96万戸 5.200ha 
都 埼玉県に係る区域 82万戸 7.300ha 千葉県に係る区域 6万戸 6.500ha 
圏 茨城県に係る区域 14万戸 3.300ha 
(合 計〕 431万戸 27.500ha 
近
大阪府に係る区域 10万戸 4・000ha|
京都府に係る区域 27万戸 1. 500ha 
畿 兵庫県に係る区域 49万戸 4.200ha 
圏 奈良県に係る区域 14万戸 1.500ha 
(合 計) 190万戸 11. 200ha 
愛知県に係る区域 74万戸 6.300ha 
富 三重県に係る区域 9万戸 1. 300ha I (合 計〉 83万戸 7.600ha 
表1 住宅および住宅地の供給目標量
出典:建設省監修『大都市住宅宅地対策』第一法規出版
株式会社 1992 p. 158 
国の供給基本方針は、例えば首都圏では、一都
四県(東京、神奈川、埼玉、千葉及び茨城)の大
都市地域(首都圏整備法に規定する既成市街地、
近郊整備地帯及びその周辺の区域を含む区域、概
ね50km-60Km圏内)を対象に、 2000年を目標に今
後10年間の住宅及び住宅地の供給に関する基本的
事項、供給目標量(全域431万戸、27，500ha、うち東
京都173万戸、 5，200ha、神奈川県96万戸、5，200ha、
埼玉県82万戸、 7，300ha、千葉県66万戸、 6，500ha、
茨城県14万戸、 3，300ha)、及びその目標量を達成
するための基本的な施策を定め、園、関係都府県
の「共通の指針J18)にしようというものである。
つまり、それは大都市の住宅需要の広域性に対応
して、関係自治体における住宅地開発に対する抑
制方針の見直しを含め、住宅開発にむけての広域
的取組みの「枠組み」ないしは「共通の土俵J14)
を新たにを設定しようとしたものであった。また、
都府県供給計画は、建設大臣のこの方針をうけた
都府県レベルの住宅計画として、住宅・宅地の供
給を重点的に図るべき地域としての「重点供給地
域」及び「重点地区」の設定を含め 15)、地域に即
して住宅・宅地の供給目標や供給促進策を具体的
図1 供給基本方針の対象となる大都市地域(ー内)
〈首都圏の例〉
出典:建設省監修 f大都市住宅宅地対策』第一法規出版
株式会社 1992 p. 158 
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に定めようという計画であった。
第二に、住宅計画体系を都市計画に具体的に位
置づける手続きがとられたことである。すなわち
建設大臣が指定する三大都市圏の都市計画区域に
おいては、都市計画法7条4項に規定する市街化
区域及び市街化調整区域の「整備・開発・保全の
方針」において住宅市街地の整備方針を定めるこ
とが知事に義務づけられたのである。都市計画の
「整備・開発・保全の方針」は、1968年の都市計画
法によって創設された制度で、法制度上はマスタ
ープランというよりも線引き制度のための説明文
書としての色彩が強いものであった 16)。しかし同
時に、この「方針」は都市の長期的整備目標を明
らかにして、地域地区、都市施設等の都市計画の
上位計画たるべきものとして、これに基本的なフ
レームを与えるという役割を期待されていたので
あった 17) その意味で、法制度上はともかく運用
上、この「方針」は都市計画のマスタープランと
しての役割を果たしていくことを期待されたもの
であったのである。 1980年の都市再開発法改正で
導入された「都市の再開発方針Jは、建設省通達
で「都市再開発の長期的かっ総合的なマスタープ
ラン」であると明言され、それは、市街地全体の
中から将来の再開発地区を洗い出す「主導性」と
いう重要なマスタープラン的機能を与えられたの
である。そこで、それまで建設省通達において導
入されていた緑地・都市インフラといった部門別
マスタープランは、再開発マスタープランと併せ
て「整備・開発・保全の方針」の中へ位置づけら
れるとともに、建設省都市局長通達は当該方針を
「都市計画区域におけるマスタープラン」であると
明示したのである。この結果、「整備・開発・保全
の方針」はいまやマスタープランとして自らを位
置づけるという方向を明確に指向することとなっ
たのである 18) 今回の大都市法改正により、L、ゎ
ば都市計画法の特例として、 1980年の都市再開発
法改正による都市再開発方針とほぼ同様の形式
で、都市計画の上からも住宅市街地の開発整備方
針(以下「住宅地整備方針」という。〉を住宅マス
タープランとして定め、住宅地供給の促進等を明
確に位置づけることとされたものである。
建設大臣の供給基本方針によれば、知事は都府
県供給計画に適合するように速やかに住宅地整備
方針を定めること、とくに「重点供給地域」内で
計画中の良好な相当規模の住宅宅地開発事業を行
う地区についてはこれを「重点地区Jに指定する
よう求めていることが注目される点である。
この重点地区は、住宅宅地供給を集中的に実施
する、いわば住宅供給のための「戦略的拠点的地
区」川と位置づけられ、計画目標量達成の実効性
を裏づける有力な手立てとされている。実際には
首都圏では、重点地区を含む重点供給地域が、例
えば東京都360箇所、神奈川県201箇所、埼玉県314
箇所、千葉県191箇所、茨城県90箇所というように、
各都県ごとに100-300箇所程度設定され、全体で
1. 156箇所に上っている 20)。
それでは、住宅地整備方針はどのような性格を
もつものであろうか。また、住宅計画と都市計画
との「連携Jは効果的に機能しうるのであろうか。
建設省都市局長通達 0991年6月24日)では、住宅
地整備方針は「良好な住宅市街地の開発整備を図
るための長期的かっ総合的マスタープラン」とし
ての性格を与えられている 21)。しかし、この「住
宅マスタープラン」が、例えば都市再開発のマス
タープランである都市再開発方針とはどのような
関係に立つのか、大都市法上は具体的に明らかに
されていない。都市計画法に対する特別規定であ
る点では、両者は並立関係にあり、都市計画、都
市再開発、住宅というそれそ'れのマスタープラン
が併存、並立する建前になっているのである。し
かも、これらのマスタープランは、都市計画の「指
針」ではあっても、いずれも都市計画決定に対し
て法的拘束力をもたないし、実効性も十分には確
保できない存在に止まっているのである 22)。
いずれにしても、都市計画のマスタープランの
策定主体を知事とする現行都市計画制度のあり方
はもとより、縦割りの部門別マスタープランの相
互関係をどのように調整し、総合化するかという
問題は依然として課題として残されたままである
といってよい日)01992年の第二次都市計画法改正
により「市町村の都市計画に関する基本方針」、い
わゆる市町村のマスタープランの制度が創設され
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たが、この制度は知事の「整備・開発・保全の方針」
に拘束される存在であり、市町村の都市計画権限
が実質的には著しく限定されていることもあっ
て、「下からの都市計画」としての固有のビジョン
と方向づけ、そしてその実効性を確保する手掛か
りと仕組みは依然として付与されていないのであ
る24)。
さて、住宅計画と都市計画との「連携」の試み
が現行都市計画制度の枠組みに完全に組み込まれ
る形でしか仕上がらなかったのはなぜであろう
か。それは、建設省における大都市法改正案の立
案過程において、住宅局が、都市局の「従来の都
市計画の考え方に譲」り、現行都市計画制度の枠
組みに妥協した結果であったといわれている 2日。
住宅行政の面から、土地の住宅用途としての利用
計画を底辺レベルまで下ろして定めようとするな
らば、それは知事の都市計画決定権限と正面から
衝突せざるをえない。そこで、下からの住宅マス
タープランという要請と「上からの都市計画」と
の、この制度上の矛盾を回避すべく、区市町村レ
ベルの住宅計画を切り落とす一方で、都府県供給
計画の中身を知事が定める「整備・開発・保全の
方針」に「つないでしまう」形で両者を接着し、
この矛盾をとりあえず収拾したのではなかろう
か26)。この経緯はともかく、結果的には、区市町村
長が定めるものとして住宅宅地審議会から提案さ
れた「地域住宅計画」は、大都市住宅計画制度の
重要な一翼を担うべき底辺レベルの計画であった
にもかかわらず、その策定要件が法制度としては
定められずに終わったことである。これは、大都
市法改正における大きな問題点の一つであるとい
わなければならない。
もう一つの問題点は、大都市法改正に際し、住
宅供給のための事業システムに関する事項、例え
ば優良な住宅供給プロジェクトの認定制度や中堅
勤労者のための「都市定住住宅」の供給、従前居
住者対策の推進等にかかる一連の施策は立法化さ
れずに終わったことである。このため、新しい住
宅計画である都府県供給計画の実効性を裏打ちす
べき供給手法なり政策手段が、法制度上、同時に
は用意されなかったことである 27)。つまり、大都
市住宅計画制度は、住宅の供給主体と供給責任に
かんし、従来からの住宅建設計画法の体系に全面
的に依拠する形がとられた。したがって、建設省
の大都市住宅対策は「一般勤労者の手の届く住
宅J28)確保にははじめから決め手を欠くという致
命的な限界をもったままスタートすることとなっ
たのである。すなわち、建設省は公共住宅の直接
供給という地点からは一歩踏み出して、供給要因
の改善・住宅需給の緩和という視点から住宅・宅
地市場に積極的に介入して広域的に需給調整を行
うことにより、市場メカニズムを通じて適切な住
居費負担を実現しようという考え方に立ったもの
の、原因者負担といった新政策手法の採用は経済
界の反対で見送る一方、新たに利用者サイドの援
助にまで踏み込むことは慎重に回避したのである
29)。第三の問題点としては、住宅行政への総合的
取組みという課題に関し、大都市法改正に際して、
国レベルにおける総合的住宅政策体系の確立をめ
ざすべき住宅基本法制定論議を棚上げした形で改
正法が制定された緩緯S0)を指摘しておかなけれ
ばならない。このため、住宅行政の総合化にかか
わる基本的課題一一住宅政策の目標や住宅水準の
目標設定、国・地方自治体の役割分担、財政負担、
適切な住居費負担の確保と家賃補助制度一ーは一
括して回避され、先送りされたのである。この矛
盾点への対応が、東京都や特別区の住宅基本条例
制定、要綱行政という様々な実験的試みの動きと
なって急速に展開されることになったのである。
そこで、大都市住宅計画の策定に関し、都府県
と区市町村の連携を大都市法の枠組みをこえてど
のように確保していくのか、また、各自治体の独
自の住宅施策を、「手の届く住宅の確保」に向けて
どのように都府県の住宅計画の内容として盛り込
んでいくのかということが、新住宅計画の実効性
を確保するために新たな課題となったのである。
次にこれらの点を東京都の住宅マスタープランを
素材にして考えてみることにしたい。
3.東京都住宅マスタープランの構造
さて、東京都住宅マスタープランの構造はどの
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宅マスタープランにおいては、地域ごとに目標と
する住宅市街地像を描き、住宅の供給・住機能の
保全に関する施策も盛り込みながらこれを都市計
画に反映し、土地利用計画の詳細化につなげるべ
きだとする考え方であった。したがって、当初か
ら計画策定主体は、東京都と区市町村の二段階の
体系とするという発想であった。
1992年3月に制定された東京都住宅基本条例に
おいては、その主要な内容のーっとして東京都住
宅マスタープランに関する規定を設け、その中で
間接的な形ではあるが、都と区市町村の住宅マス
タープラン相互の関係について定め、区市町村住
宅マスタープラン策定に対する都の援助規定を盛
りこんだのである 88)。ここに東京都レベルだけで
なく、基礎的自治体において住宅計画を策定する
手続きが東京都条例によって公式にっくり上げら
れたわけである。
そこで、東京都の住宅マスタープランは区市町
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ようなものであったのか。東京都住宅マスタープ
ランは大都市法改正にもとづく「都府県供給計画」
及び住宅建設計画法による住宅建設五箇年計画と
いう性格と併せて、東京都長期計画にもとつeく自
治体独自の「総合的住宅計画」としての性格をも
ち、いわば三重の性格を併せて与えられた住宅計
画であった 81)。東京都住宅マスタープランの構造
上の特徴は、第一に、東京都と区市町村の二段階
の計画体系をとったことである。この点において
東京都住宅マスタープランは、国の大都市住宅計
画体系が国と都府県の二段階のシステムを制度化
しただけに止まって、市区町村レベルの地域住宅
計画を任意の住宅計画に止め法制化しなかったこ
とと比べ大きな違いである。
もともと、東京都住宅政策懇談会の提言82)で
は、住宅マスタープランは住宅政策を体系的・総
合的に推進するための「基本となる計画」と位置
づけられており、さらに区市町村段階における住
78 
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具体的な都市計画の決定
・市街化区域への編入
.用途地域の見直し
・地区計画
・再開発地区計画
・用途別容積型地区計画
・住宅地高度利用地区計画
など
市街化区域及び市街化調整区域の
整備、開発又は保全の方針
「供給計画に適合した住宅市街地
の開発整備の方針」
「重点的に住宅市街地を開発
すべき地区〈重点地区)J
東京都住宅マスタープランの位置づけ
出典:東京都住宅局 F東京都住宅マスタープランj191 
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村住宅マスタープランの指針として位置づけら
れ、これに区市町村住宅マスタープランの策定を
まってフィードパックを行い、また、計画のロー
リングを通じてその内容の充実を図ってL、く仕組
みをつくりあげたのである。すなわち、東京都の
計画は5年ごとに、重点供給地域の指定は概ね2
年ごとにそれぞれ見直すものとされている。した
がって、その見直しの時期に合わせて、区市町村
の住宅マスタープランの見直し結果が東京都へ一
括してフィードパックされる仕組みが設けられた
のである S4)。
第二に、地域別の住宅施策がこの計画の大きな
眼目のーっとして具体的に示されたことである。
地域区分は、区部を都心部及び隣接区域、下町区
域、都心・副都心に隣接した住宅区域に三区分し、
多摩地域を東西に二区分し、それに島しょ地域を
あわせて6つの区域に分けてある。例えば都心部
及びその隣接区域である都心の7区(区域は千代
田、中央、港、台東、文京、新宿、渋谷の7区)
は、定住人口の減少が著しい地域、すなわち10年
間に10%以上の人口減少があった地域をもって構
成され、定住人口の維持回復を目標とした住宅市
街地形成を目指すものと定められている。
そして、住宅供給目標の全体フレームがそれぞ
れ6つの地域ごとにブレーク・ダウンして示さ
れ、地域の特性に応じて、施策展開の方向を計画
の柱となるべき「公的関与または支援による供給
計画」と併せて計画目標量が具体的に明らかにさ
れている。
このように、地域別の計画目標量が住宅計画と
して具体的に示されたのは初めてのことであり、
それは、区市町村の住宅政策への取組みを誘導し、
それぞれの政策努力を有効に機能させていく上で
有力な手掛かりになるものといってよL伊〉。因み
に、都心7区の10箇年の住宅建設百標戸数は17.3
万戸、うち公的関与または支援によるもの4.5万戸
と定めている。
第三に、住宅市街地の開発整備の方向づけがゾ
ーニングの形で示されたことである。具体的には、
「まちづくりにおいて居住空間の確保を重視する
こと」、「多様な個性をもっ住宅市街地の特性に応
じて住宅政策を推進していく」という視点から、
東京都独自のゾーニングが行われたのであるa的。
東京都では、国の供給基本方針で掲げられた低
図3 震点供給地域分布図(東京都の例〉
出典:建設省監修『大都市住宅宅地対策』
第一法規出版株式会社 1992 p. 193-4 
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未利用地や市街化区域内農地等の有効・高度利用
などの施策をふまえて、住宅市街地整備ゾーンを
9つの類型にとりまとめている。それは、都心居
住の回復、土地利用転換の誘導、住宅供給型再開
発の促進、住環境の整備、農住市街地の形成など
を内容とするものである。住宅市街地の面積は、
住環境の保全・維持・向上にかかるもの約55，OOOha 
を含めると10万国に達し、東京都全域約2万haの
半ばに及んでいる。
ここで、とくに注目すべきことは、例えば、人
口減少の著しい都心区を対象とした都心居住回復
ゾーンにおいては、住機能を維持するとともに、
住宅付置政策の展開などにより、商業・業務系用
途と住宅との複合化を進め、積極的に住宅供給を
図るという方向を明確かっ具体的にうち出した点
である。さらに、重点供給地域としては異例の形
で、都心7区の面積の6割に相当する5，600haを一
地区として一括して指定し、 10年間に3万戸に上
る住宅供給が計画されたのである。
また、低未利用地の工場等今後の土地利用転換
が見込まれる土地利用転換誘導ゾーンでは、様々
な都市計画的手法・事業手法(再開発地区計画や
特定住宅市街地総合整備促進事業など〉を活用し
て公共施設の整備を図りながら、土地利用転換を
住宅系用途に誘導することとしている。このゾー
ンでは、重点供給地域が46地区、2，OOOhaにわたっ
て指定されており、計画戸数は各ゾーンの中では
最大の約15万戸に上っている。それは重点供給地
域全体の30%を占め、ゾーン全体の中でいわば住
宅供給にとって要の地区とされているのである。
東京都は、「重点供給地域」としては事業の緊急
性や成熟度などを考慮して、全体で概ね 1ha以上
の地域360地区、約19，OOOhaを指定しており、この
地域内の計画戸数を50万戸とし、大都市法改正に
もとづく総計画目標戸数073万戸)の30%程度を
確保するものとしている 87)。これが具体的にこの
計画の実効性を裏づける手立てとされている。
さて、重点供給地域として指定された地域では、
住宅計画上、その整備・開発の計画なり整備手法
が具体的に特定される形で示される仕組みになっ
ている。また、「整備・開発・保全の方針」には、
都市再開発方針の場合と同じような形で、地域の
開発・整備の目標や土地利用の計画、都市施設・
地区施設の概要が盛りこまれ、必要に応じて主要
事業の概要なり都市計画に関する事項が定められ
る建前となっている 88)。
そこで、問題はまず都市再開発方針と住宅市街
地整備方針という縦割りのマスタープラン相互の
調整ないし一体的運営をどのように確保していく
のか、その手続きなりルールの確立という問題で
ある。すでに1986年に決定している東京都の区部
再開発方針 0990年に方針の見直し決定)におけ
る「一体的・総合的に再開発を促進すべき地区」、
いわゆる再開発促進地区や再開発誘導地区の中か
ら、今回、区部でかなりの地域が住宅供給の重点
供給地域として重ねて指定された経緯がある。つ
まり、重点供給地域の多くは再開発促進地区等の
既存計画に依存し、重複する形をとっているので
ある。このため、都市計画行政と住宅行政の相互
の連携と一体的運営の確保が、再開発を住宅供給
型の方向に誘導し、かつ住宅計画を実際に機能さ
せていく上で不可欠の条件となったことである。
第二に、住宅計画の根幹をなす重点供給地域に
ついて、様々な事業主体から構成されている再開
発事業等の進行管理をどのように総合的に行い、
また、その促進方策を講じていくのかという問題
である。とりわけ市街化区域内農地や低未利用地
の宅地化に際し、関連公共施設等の整備を含めて
必要な様々の施策が「総合的かつ有機的連携の下
に」日〉調整され、実施されるような体制なり仕組
みをはたして具体的に構築できるのかという問題
である。この点は、個別の事業計画を全体的な立
場から横断的に調整する仕組みが存在しないだけ
に、この陸路が逆にその成否や進捗を大きく左右
する条件となりかねないのである。
第三に、重点供給地域以外の地域において、住
宅市街地整備の方向なり内容を土地利用計画の詳
細化に結びつけ、それをどのように具体的に実現
していくのかという問題が残されているのであ
る。このことは、マクロの計画目標と計画の大枠
を示すに止まる東京都の住宅マスタープランだけ
では到底対応できない課題であって、区市町村レ
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ベルの住宅計画の課題として具体化してL、く必要
がある。この点は都と区市町村の役割分担のあり
方、ないしは二段階の計画体系のフィードパック
システムを、今後具体的にどのように作動させて
いくのか、また、その条件整備如何という問題と
かかわってくるのである。とりわけ区市町村がそ
の住宅計画の内容を、 1992年の都市計画法改正に
伴う用途地域指定の見直しを通じて、地域の住宅
まちづくりに向けてどのように具体的に結びつ
け、実効性あるものにしていくことができるかと
いう点が、さしあたり大きな課題となるであろ
よ 40)ノ。
それではさいごに、「物としての住宅」の供給計
画の外に、東京都独自の住宅政策はどのように住
宅計聞に盛り込まれたのであろうか。東京都住宅
マスタープランでは、特に重要な領域について住
宅政策の分野別施策の方向を示してあり、それは
高齢者向け住宅、民間住宅の供給誘導、まちづく
りとの連携及び公共住宅の供給にわたって具体的
に明らかにされている 41)。そこで、肝心のアフオ
ーダビリティの実現ないし「適切な住居費負担の
確保」という政策目標との関連ではどのような施
策が掲げられているのか、この点を主としてみて
おこう。
それはまず、都民住宅制度という新しい公共住
宅制度の創設を含めて、公共住宅の概念を大幅に
拡張したことが特徴である。具体的には、公共住
宅の直接供給という従来の手法のほか、新たに、
民潤賃貸住宅を公共住宅として借上げる方式や公
的な性格をもっ民間団体による管理委託方式など
も公共住宅の中に取り入れたこと、家賃に高地価
を反映させないと同時に、間接的な家賃補助方式
を取り入れるなど、様々な工夫をこらしたことで
ある 42】。
第二に、住宅市場において、ファミリ一向けの
優良な民間賃貸住宅の供給を誘導する東京都独自
の制度を創設したことである 48)。これは供給者に
たいする援助の形を通じてその効果が居住者に及
ぼされる仕組みでドイツの社会住宅制度をモデル
にしたものであるといわれている。この制度は、
都が一定のガイドラインを設けて、規模、設備、
環境が優れた民間賃貸住宅を認定して登録し、利
子補給や税制上の優遇措置などの支援を行うとと
もに、家賃コントロールや、登録した住宅につい
ての都民への情報提供を行う仕組みを組みこもう
というものである。いずれも既存公共住宅制度を
補充・補完し、アフオーダブルな住宅を供給しよ
うという新しい試みであり、また、民間住宅市場
への公的介入とその組織化、ないし「社会化」と
いう方向を打ち出している点が注目される。
しかし、いずれも既存の公共住宅との相互関係
をどのように構築するのか、また、公共住宅政策
に伴う所得移転効果によって、非入居者との不公
平の拡大という問題もある。さらに、間接とはいっ
ても、長期の家賃補助方式等による財政負担の累
積という問題、また、住宅経営には地方負担は生
じないという制度の建前から、地方交付税の手当
てすらなされていないという財政制度上の未整備
という問題44)など、財政上の陸路が住宅及び都市
計画の法的権限の制約とならんで、自治体住宅行
政の展開を決定的に制約する要因だといわなけれ
ばならない。
また、区部中心部における住宅確保に関しては、
東京都住宅マスタープランにおいて、公式の計画
でははじめて都心区の住宅付置政策への支援の方
向を明確に打ち出した点をあげておかなければな
らない45)。じじっ、大都市住宅対策をめぐる国の
検討過程ではハウジングリンケージにかんする一
般的な制度化にむけての本格的な取り組みが過度
な権利制限になる等の理由から回避されてきた経
緯にあるだけに、この東京都の対応はそれなりに
評価すべき面をもっていたということができる。
それは、日本型ハウジングリンケージが要網行政
として定着しているという既成事実を公式に追認
し、次善の策としてこれを積極的に活用していこ
うという計画であったからである 46)。その内容は
具体的には、様々な都市計画手法の活用や、公共
住宅の借上げ方式の採用を含めて東京都が特別区
の取組みを援助しようというものである。たしか
に住宅付置政策は、単独では一般都民の「手の届
く住宅」を供給できないだけでなく、住宅と業務
施設の複合ビル開発を前提にしているため、職住
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の不均衡の著しい都心区域において業務系ピルの
増加をさらに招きかねない。この政策は「均衡あ
るまちづくり」という東京都が掲げている政策目
標に必ずしもそぐわない、むしろ逆行しかねない
という問題すらはらんでいるのである。このジレ
ンマを打開して、いわゆる都心居住を具体的に確
保をしていくためには、住宅政策に加えて、都市
の全体容量ないし都市の限界容量にたいし有機的
な関連をもたせて、業務系ピル開発を制御してい
くという都市計画の政策枠組みづくりが必要とさ
れる。つまり、個別の敷地単位での開発を、地区
的なレベルで有効にコントールできるような仕組
みの構築という問題も含めて、本来のハウジング
・リンケージの実現にむけて都市の成長をどのよ
うに総合的に管理していくのか、そのための総合
的な都市政策の確立が要請されているのである。
4.残された課題
以上に述べたとおり、東京都の様々な独自施策
や個別的な都市計画手法の活用によっても、高地
価の状況において「手の届く住宅」の供給は、量
的にも、また地域的にも極めて限定されたものに
とどまらざるをえない。都心居住の回復や居住継
続確保という課題は、住機能の維持・回復・拡大
と併せて、アフオーダビリティを確保できない限
り、容易には解決しがたい状況にある。都市への
定住性、ないし居住継続とのかかわりの中で、適
切な住居費負担の実現を確保するためには、従来
の公共住宅供給政策の枠組みをこえて、需要側へ
の援助策をふくむ総合的な住宅政策が求められな
ければならない。東京都議会では、東京都の住宅
政策の総仕上げともいうべき1992年3月の東京都
住宅基本条例の制定に際して、住宅基本法の制定
を求める意見書を採択した 47)。この意見書は、居
住継続の最大の阻害要因であるアフオーダビリテ
ィの解決をその主旨として国に求める形になって
いるのである。首都東京においては、住宅基本法
制定に向けての社会的合意が、都及び特別区のレ
ベルにおいて徐々にではあるができ上がりつつあ
るとみてよいのではなかろうか。つまり、居住水
準の確保と合わせて、適切な住居費負担の実現を
めざすべき住宅政策が、今や検討課題として真剣
に取り上げられるべき条件が整いつつあるのであ
る48) しかし、住宅行政をめぐる縦割り行政の壁
は依然として高くて厚いといわなければならな
い。この縦割り行政の壁の打開と、国レベルでの
総合的な住宅政策の形成及び、住宅・都市計画行
政における行財政制度の確立なくしては、自治体
住宅行政は、住宅マスタープランの成立にもかか
わらず、その総合的な政策展開のための基盤をも
ちえないといわざるをえない。
政府の「総合土地対策要綱」は、「総合的」土地
対策の一貫として住宅・都市計画制度の抜本的改
革を要請してきたにもかかわらず、いまだ総合的
住宅行政を確立させるまでには至っていない、そ
の道のりは遠いとみるべきであろう。
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In this article 1 have attempted to clarify the structur巴 ofthe Tokyo Metropolitan Housing 
Master Plan which is based on the Large City Law (Special Measures Law for Facilitating Supply 
of Housing and Residential Land in Major Metropolitan Areas) enacted in 1990. The Housing 
Master Plan created Residential Area Inprovement Zones and high-priority areas to receive good-
quality housing by fiscal year 2000. 
1 hav巴 describedthe basic issues and problems facing the Housing Master Plan， tog巴th巴r
with administrative restrictions on the supply of affordable housing. 
This article will present some suggestions for Japanese urban housing policies and 
municipal studies. 
